
　平成20年度の決算に基づき健全化判断化比率及び資金不足比率を算定したところ第１表のとおり
いずれの指標についても早期健全化基準、財政再生基準を下回りました。

第１表

平 成 ２ ０ 年 度 早期健全化基準

該当なし 15.00

該当なし 20.00

9.3 25.0

該当なし 350.0

該当なし 20.0

・健全化判断比率のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化計画を定めなけ
　ればなりません。

・健全化判断比率のうち、いずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生計画を定めなければ
　なりません。

・公営企業会計の資金不足比率が、経営健全化基準以上の場合には、経営健全化計画を定めなけ
　ばなりません。

（１）健全化判断比率

１．実質赤字比率

　　一般会計等を対象とした実質的な赤字の標準財政規模に対する比率

　　平成２０年度の門川町の一般会計等（一般会計、草川土地区画整理事業特別会計）の実質
　収支は、黒字であり実質赤字は生じておらず、実質赤字比率は該当ありませんでした。

　・一般会計等の実質赤字額　：　一般会計及び草川土地区画整理事業特別会計の実質赤字額

　・実質赤字額　：　実質収支が赤字の額

　・標準財政規模　：　地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもので、基準財政収入額等に

　　　　　　　　　　　　　　　普通交付税を加えたもの（臨時財政対策債を含む）

平成２０年度健全化判断比率及び資金不足比率について

※　算式
４，００４，７５９千円
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　将来負担比率
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標準財政規模

＝

指標

一般会計等の実質赤字額

該当なし

該当なし

10.2

10.6

該当なし

平 成 １ ９ 年 度

＝ ０

35.0

－

－

０



２．連結実質赤字比率

　　公営企業会計を含めた全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の標準財政規模
　に対する比率

　　平成２０年度の門川町の一般会計等の実質赤字額及び公営企業会計の資金不足額は生じて
　おらず、連結実質赤字比率は該当ありませんでした。

３．実質公債費比率

　　公債費や公債費に準ずるもの（公営企業債に対する繰出金等）の標準財政規模に対する比率

　　平成２０年度の実質公債費比率は、前年度より０．９ポイント下がりました。

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（ １０．１４％ ＋ ９．７４％ ＋ ８．１１％ ） / ３

※　算式

＝ ０＝
４，００４，７５９千円

０

＝

連結実質赤字額

標準財政規模

７２６，５７９千円　－　４３７，４２０千円

４，００４，７５９千円　－　４３７，４２０千円

　＝　８．１１％　（Ｈ２０単年度）

　＝　９．３％　（３カ年平均）

※　算式



４．将来負担比率

　　一般財源等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
　　町債年度末残高や退職手当支給予定額、債務負担行為などの将来に負担するべき負債
　の総額から、基金や普通交付税算入見込額などの資産を差し引いた額が、標準財政規模
　（1年間に入ってくる標準的な一般財源の額）の何倍に相当するかを表すもの。
　　平成２０年度の将来負担比率は、該当なしとなりました。

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高に係る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（２）資金不足比率

資金不足比率

　　公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率

　　平成２０年度の水道事業特別会計、簡易水道事業特別会計は、資金不足が生じて
　いないため、資金不足比率は該当ありませんでした。

水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

　・資金の不足額　：　（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした
　　　　　　　　　　　　　　　地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

　・事業の規模　：　営業収益の額－受託工事収益の額

＝

※　算式
資金の不足額

０
事業の規模

０

４，６５０千円
＝ ＝

※　算式

６，５５５，８９２千円　－　６，６６８，７８９千円

４，００４，７５９千円　－　４３７，４２０千円

＝ ０

　＝　▲３．１％　（該当なし）

事業の規模 ２７８，１３０千円

資金の不足額 ０
※　算式 ＝


